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（単位：億円） 18/3月期比

業務粗利益 1,347 【1,278】 1,276 △ 71 

【除：住宅ローン譲渡益】 1,277 1,276 △ 1 

資金利益 1,145 1,120 △ 25 

役務取引等利益 143 158 15 

特定取引等利益 0 2 2 

その他業務粗利益 56 △ 5 △ 61 

うち　債券関係損益 △ 22 △ 13 9 

うち　住宅ローン譲渡益 70 - △ 70 

経費 △ 789 【761】 750 △ 39 

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 557 【516】 525 △ 32 

【除：住宅ローン譲渡益】 487 525 38 

株式・金銭信託関係損益 （臨時損益） 160 14 △ 146 

② 信用コスト △ 404 【125】 79 △ 325 

一般貸倒引当金繰入額 △ 100 - △ 100 

不良債権処理損失額 （臨時損益） △ 303 97 △ 206 

貸倒引当金戻入益 （特別損益） - 17 17 

固定資産の減損 （特別損益） △ 56 37 △ 19 

税引前当期純利益 235 411 176 

法人税等（税効果を含む） △ 108 183 75 

③ 当期純利益 126 【205】 228 102 

19/3月期
実績

18/3月期
実績

①

1.平成19年3月期　業績

損益　（単体）
【　】内は前回予想

一般貸倒引当金繰入前の業務純益は525億円となり、18/3月期との比較では、前期計上した住宅ローン譲渡
益（18/3月期 70億円）の影響を除くと＋38億円（増減率 ＋7.8％）となった。
また、信用コストが大幅に減少し、当期純利益は18/3月期比＋102億円（増減率 ＋80.9％）の228億円となった。

①業務純益（一般貸倒引当金繰入前）
18/3月期は、住宅ローン債権の流動化に伴う
譲渡益を計上した。この影響を除くと、18/3月
期比＋38億円となる。
　　資金利益 △25億円　⇒P.6
　　役務取引等利益 ＋15億円　⇒P.7
　　債券関係損益 ＋9億円
　　経費圧縮により ＋39億円　⇒P.8

②信用コスト 　⇒P.9
信用コストは18/3月期比△325億円と大幅に
減少した。
これは、18/3月期において、最終処理促進に向
けた前倒し処理を行ったためである。
なお、19/3月期の貸倒引当金戻入益17億円
は、一般貸倒引当金戻入益60億円と－個別
貸倒引当金繰入42億円の差引である。

③当期純利益
住宅ローン譲渡益、株式・金銭信託関係損益
が減少する一方で、経費・信用コスト・固定資
産減損といった費用が減少し、当期純利益は
18/3月期比＋102億円となった。

①ＰＬサマリー
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（単位：億円） 18/3月末比

資産の部 65,819 66,143 324 

有価証券 14,488 15,178 690 

① 貸出金 45,214 45,510 296 

繰延税金資産 818 605 △ 213 

負債の部 63,200 63,267 67 

預金・ＮＣＤ 57,128 58,059 931 

② 新株予約権付社債 517 - △ 517 

③ 純資産の部 2,618 2,875 257 

株主資本 2,091 2,342 251 

資本金 635 857 222 

資本剰余金 991 856 △ 135 

利益剰余金 469 633 164 

自己株式 △ 4 △ 5 △ 1 

評価・換算差額等 526 532 6 

その他有価証券評価差額金 208 242 34 

土地再評価差額金 317 290 △ 27 

18/3月末 19/3月末

1.平成19年3月期　業績 ②ＢＳサマリー

主要勘定　（単体）

貸出金は、18/3月末比＋296億円と増加に転じた。不良債権のオフバランス化による減少額を除く実質増減
は＋1,083億円となった。
純資産は、資本増強（期中 444億円）や利益計上（228億円）による増加が、公的資金の一部返済（18/9月 411億円）
による減少を上回り、18/3月末比＋257億円となった。

①貸出金 ⇒P.12
18/3月末比＋296億円と増加に転じた。
不良債権オフバランス化による減少（△787億円）を除くと、
＋1,083億円となった。

②新株予約権付社債
18/3月に発行した転換社債型新株予約権付社債（発
行額：600億円、18/3月末：517億円）の転換が完了。
　　普通株式へ転換 △444億円　⇒③へ
　　繰上償還 △ 73億円

オフバランス化＝ 直接償却＋部分直接償却＋バルク
＋債権放棄＋破綻懸念先以下の回収

③純資産 ＋257億円
　　社債⇒普通株式　②より ＋444億円
　　公的資金の一部返済 △411億円
　　当期純利益 ＋228億円
　　配当金（18/3期末分）支払 △36億円
　　土地再評価差額金取崩し ＋27億円
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（単位：億円） 19/3月期比

業務粗利益 1,276 【1,247】 1,224 △ 52 

資金利益 1,120 1,052 △ 68 

役務取引等利益 158 159 1 

特定取引等利益 2 1 △ 1 

その他業務粗利益 △ 5 11 16 

うち　債券関係損益 △ 13 △ 0 13 

経費 △ 750 【743】 743 △ 7 

① 業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 525 【503】 480 △ 45 

株式・金銭信託関係損益 （臨時損益） 14 8 △ 6 

② 信用コスト △ 79 【135】 110 31 

一般貸倒引当金繰入額 △ - - - 

不良債権処理損失額 （臨時損益） △ 97 110 13 

貸倒引当金戻入益 （特別損益） 17 - △ 17 

固定資産の減損 （特別損益） △ 37 - △ 37 

税引前当期純利益 411 356 △ 55 

法人税等（税効果を含む） △ 183 153 △ 30 

③ 当期純利益 228 【202】 202 △ 26 

20/3月期
予想

19/3月期
実績

2.平成20年3月期　業績予想

損益　（単体）
【　】内は健全化計画

一般貸倒引当金繰入前の業務純益は480億円（19/3月期比 △45億円）、当期純利益は202億円（19/3月期比
△26億円）を見込む。
前期比減少となる主な要因として、金利上昇に伴う預金コストの増加（資金利益の減少）を見込んでいる。

①業務純益（一般貸倒引当金繰入前）
金利上昇に伴う預金コストの増加により、資金
利益が減少し、19/3月期比△45億円となる見
込み。
　　資金利益 △68億円　⇒P.6
　　債券関係損益 ＋13億円
　　経費圧縮により ＋7億円　⇒P.8

②信用コスト ⇒P.9
ランクダウンやオフバランス化によるコストを示す償
却・個別引当コストは、19/3月期比△29億円と
なる見込み。
一般貸倒引当金は、19/3月期において大口先
のランクアップ等の要因により戻入益60億円を計
上したが、20/3月期はゼロを見込む。
　　償却・個別貸引コスト △29億円
　　一般貸引戻入益の減少 ＋60億円

③当期純利益
資金利益の減少を主因として、19/3月期比
△26億円となる見込み。
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81 95 115 109 113 110

△15 △12 △20 △47 △76 △93

554 534 532524 543 557

17/上 17/下 18/上 18/下 19/上
予想

19/下
予想

貸出金利息 有価証券利息配当金 その他受入 預金等利息 その他支払

単位：億円

638 634

672
644 646 663

△62 △64

△149

△70
△99 △134

3.損益の主要項目 ①資金利益

19/3月期の資金利益は1,120億円（18/3月期比 △25億円）となり、20/3月期は1,052億円（19/3月期比 △68億円）を
見込む。
資金運用収益は、有価証券運用の多様化と貸出金残高の増強により18/上期から増加に転じ、今期も増加を
見込むが、一方で金利上昇による預金等利息の増加が大きく、資金運用収益の増加を上回る見込みである。

15 12
12

1,129 1,108
1,039

18/3月期 19/3月期 20/3月期
予想

国際業務部門

国内業務部門

単位：億円

1,145 1,120

1,052

資金利益

運用収益運用収益

調達費用調達費用
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528 411
340

1,241 1,380
1,200

110 222
400

18/3月期 19/3月期 20/3月期
計画

投資信託 個人年金 証券仲介

単位：億円

1,879 2,013
1,940

923

1,451

1,862

2,202

754

3,622
4,342

2,940
2,298

354

132

17/3月末 18/3月末 19/3月末 20/3月末
計画

投資信託 個人年金 証券仲介

単位：億円

3,221

4,523

5,838

7,298

16.0
14.0 11.7

16.9
15.0 19.0

84.1
88.4 92.6

44.147.3
35.7

4.0
2.2

1.1

18/3月期 19/3月期 20/3月期
予想

その他（為替手数料、外為利益など）
法人分野
証券仲介
個人年金
投資信託

単位：億円

153.6

167.0
171.3

3.損益の主要項目 ②非金利収益

19/3月期の非金利収益は167億円（18/3月期比 ＋14億円）となり、20/3月期は171億円（19/3月期比 ＋4億円）を見
込む。
19/3月期の預り資産販売額は2,013億円（18/3月期比 ＋134億円）となり、20/3月期は前期並みを計画している。

非金利収益
預り資産の期中販売額

非金利収益＝ 役務取引等利益
＋その他業務純益（債券関係損益、住宅ローン譲渡益を除く）

預り資産の残高
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4,508

4,216

4,070

4,365

282

247

210 209

17/3月末 18/3月末 19/3月末 20/3月末
予想

人員（人）
店舗（か店）

400 386
363 373

54
47

46 47

370 356 322340

60.7%58.8%

61.8%62.2%

17/3月期 18/3月期 19/3月期 20/3月期
予想

税金
物件費
人件費
OHR

単位：億円

824
789

750 743

3.損益の主要項目
合併により重複した店舗・人員の削減を進めた結果、経費は着実に減少を続け、19/3月期は750億円（18/3月
期比 △39億円、17/3月期比 △74億円）となり、20/3月期は743億円（19/3月期比 △7億円）となる見込み。
このうち、20/3月期の物件費については、顧客サービスの向上および営業強化関連の支出を予定しており、
19/3月期比10億円程度の増加を見込む。

経費・OHR

OHR=経費÷（業務粗利益－住宅ローン譲渡益）

③経費

人員・店舗
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344

404

79
110

0.76%

0.91%

0.17%
0.24%

17/3月期 18/3月期 19/3月期 20/3月期
予想

信用コスト　A+B

信用コスト÷貸出金平残

単位：億円

508

303

139
110

△ 163

100

△ 60

0.24%
0.31%

0.68%

1.12%

17/3月期 18/3月期 19/3月期 20/3月期
予想

　A　償却・個別引当コスト

　B　一般貸倒引当金の繰入（△は戻入）
　償却・個別引当コスト(A)÷貸出金平残

単位：億円

償却・個別引当コスト（A)
と

一般貸倒引当金要因（B）
とに区分

3.損益の主要項目
信用コストのうち、ランクダウンやオフバランス化によるコストを示す償却・個別引当コストは、合併時（17/3月期）
の508億円から毎期減少を続け、19/3月期は139億円となった。20/3月期は110億円を見込む。
一般貸倒引当金は、18/3月期にはDCF法の対象先を拡大し100億円の繰入となり、19/3月期には大口先の
ランクアップ等により60億円の戻入益を計上した。

④信用コスト

信用コスト（全体） 信用コスト（償却・個別引当コストと一般貸引要因とに区分）
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6,505 6,488 7,908

22,938
20,141 19,176 19,376

28,366
30,431 30,927 31,427

84 69 49 49

8,108

78.5% 79.1% 78.4% 78.9%

17/3月末 18/3月末 19/3月末 20/3月末
計画

その他（国際）
流動性
小口定期性
大口定期性＋NCD
預貸率

単位：億円

57,894 58,959
57,128 58,059

4.運用・調達の主要項目
19/3月末の預金等（NCDを含む）の残高は、前期末比＋931億円増加し、5兆8,059億円となった。
20/3月末は、前期末比＋900億円を見込む。

①預金等の残高

預金等（NCDを含む）の残高、預貸率

預貸率＝貸出金÷（預金＋ＮＣＤ）
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7,578 7,488 7,566 8,075 8,399 8,500

21,916 20,686 19,432 19,043 19,167 19,267

28,436 29,202 29,890 29,889
30,741

30,544

0.05%
0.04%

0.07%

0.16%

0.32%

0.26%

17/上 17/下 18/上 18/下 19/上
計画

19/下
計画

その他（国際）
流動性
小口定期性
大口定期性＋NCD
利回り

平残
（億円）

58,008 57,452 56,955 57,061 58,159
58,557

20/3月期
0.29%

19/3月期
0.11%

18/3月期
0.04%

21,916
20,686

19,432 19,043 19,267

19,167

0.10% 0.07% 0.09%

0.22%

0.34%

0.40%

28,436 29,202 29,890 29,889
30,544 30,741

0.00% 0.00% 0.03%

0.09%

0.15%

0.21%

17/上 17/下 18/上 18/下
19/上

計画
19/下

計画

7,578 7,488 7,566
8,075 8,500

8,399

0.09% 0.09%
0.13%

0.27%

0.43%

0.50%

4.運用・調達の主要項目 ②預金等利回り

18/7月および19/2月に金利引上げを実施し、預金等利回りは18/上期から上昇に転じている。
通期利回りは、19/3月期において0.11％（18/3月期比 ＋0.07％）となり、20/3月期は0.29％（19/3月期比 ＋0.18％）
となる見込み。

預金等の
利回り・平残

小口定期性小口定期性

大口定期性
ＮＣＤ

大口定期性
ＮＣＤ

流動性流動性
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25,508 25,695 26,222

5,612 5,307 5,599

1,099 1,188 1,267 1,267

13,209 13,026 12,422 12,842

17/3月末 18/3月末 19/3月末 20/3月末
計画

中小企業・個人事業者 大・中堅企業 地公体 個人向け

単位：億円

45,427
46,510

296

1,000

△ 213

△ 637

△ 787

△ 991

778

1,083

1,637

18/3月期 19/3月期 20/3月期
計画

単純増減 (Ａ)
オフバランス化による減少 (B)
実質増減 (A-B)

単位：億円

45,214 45,510

企業
個人事業者
32,400

注

4.運用・調達の主要項目 ③貸出金の残高　～全体～

貸出金の残高

貸出金の残高は増加に転じ、19/3月期は単純増減で＋296億円、実質増減（不良債権のオフバランス化による減
少額を除く）では＋1,083億円となった。20/3月期は1,000億円の残高増加（実質ベース＋1,637億円）を見込む。

貸出金の期中増減

オフバランス化＝ 直接償却＋部分直接償却＋バルク
＋債権放棄＋破綻懸念先以下の回収

（注）18/8月に業種コードの見直しを行い、
「個人向け」から「個人事業者」へ852億円シフトした。
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1,228 1,035

889
919 1,170

1,041
666 510

870

18/3月期 19/3月期 20/3月期
計画

アパートローン 住宅ローン（新規購入） 住宅ローン（借換）

単位：億円

3,158

2,620
2,550

14.9%

2.6%
5.1%

6.2%

△12.0%

14 15 16 17 18
年度

福岡県
九州
全国

持家・分譲

4.7%

15.7%

9.3%

17.0%

△0.8%

14 15 16 17 18
年度

貸家

3,739 4,487 5,135 5,570

9,390
9,369

9,838
10,379

28.9%

30.6%

32.9%
34.3%

17/3月末 18/3月末 19/3月末 20/3月末
計画

住宅ローン
アパートローン
貸出金に占める割合

単位：億円

13,128
13,856

14,972
15,948

4.運用・調達の主要項目 ③貸出金の残高　～住宅・アパート～

貸出金の残高増加の大きな柱である住宅ローン・アパートローンは、金利上昇に伴い借換ニーズが弱まりつ
つあるものの、新規購入やアパートへの取り組みにより、20/3月期は約2,500億円の実行を見込む。

住宅ローンの期中実行額

住宅ローンの残高

新設住宅着工戸数の前年比増減率
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1,746 1,610 1,529 1,427 1,354 1,352

13,161 13,236 13,976 14,438 15,068
15,450

29,457 29,420 28,668 28,420
28,408 28,610

2.49%
2.42%

2.36%
2.40%

2.44%
2.41%

17/上 17/下 18/上 18/下 19/上
計画

19/下
計画

その他（国際）
事業性
個人有担保
個人無担保
利回り

平残
（億円）

44,398
44,319 44,249 44,356

44,899 45,480

20/3月期
2.43%

19/3月期
2.38%

18/3月期
2.45%

13,161 13,236
13,976 14,438

15,45015,068

2.43% 2.41%
2.30%

2.37% 2.34% 2.37%

29,457 29,420 28,668 28,420 28,408 28,610

2.07%
2.00% 1.99% 2.03%

2.09% 2.12%

17/上 17/下 18/上 18/下
19/上

計画

19/下

計画

1,746
1,610

1,529
1,427 1,3521,354

9.93% 9.98% 9.95%
10.05% 10.06% 10.01%

4.運用・調達の主要項目 ④貸出金利回り

18/9月および19/3月に短プラ引上げを実施しており、貸出金利回りは18/下期から上昇に転じている。
通期利回りは、19/3月期において2.38％（18/3月期比 △0.07％）となり、20/3月期は2.43％（19/3月期比 ＋0.05％）
となる見込み。

貸出金の
利回り・平残

個人有担保個人有担保

個人無担保個人無担保

事業性事業性
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9,353

731

6,748

1,662

7,004

19,638

8,078

588

7,140

1,488

6,190

21,958

2.75%

1.73%

1.13%

2.09%

2.93%

2.32%

1.32%

2.18%
2.26%

7.70%

2.21%

7.97%

自動連動

（短プラ）

自動連動

（長プラ）

自動連動

（市場金利）

自動連動

（その他）

顧客交渉

（短プラ）

固定金利

18/3月末

19/3月末

18/3月末

19/3月末

残高（億円）

金利（末残ベース）

全体平均

2.36%

全体平均
2.38%
（+0.02%）

＋0.18%

＋0.59%

＋0.19%

＋0.27%

△0.05%＋0.09%

4.運用・調達の主要項目 ⑤貸出金利引上げの状況

金利上昇に伴い、変動金利貸出については、全体的に金利引上げにつながった。
国内貸出金全体では、顧客による金利選好の動きや競合により、固定金利貸出が増えるなど残高構成が変
化し、引上げ幅は＋0.02％（18/3月末 2.36％ ⇒ 19/3月末 2.38％）となった。

国内貸出金の金利感応別の残高・金利

自動連動＝金利更改時に自動的に引上げ　　顧客交渉＝金利引上げ時に顧客交渉が必要
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7,743
8,678

9,809
10,3831,965

2,119
2,246

1,815

0.71%

0.89% 0.92%

2.16%

0.74%

0.89%
1.00%

0.60%

1.69%

1.35%1.33%
1.11%

17/3月期 18/3月期 19/3月期 20/3月期
計画

株式・その他
債券
全体
株式・その他
債券 12,629

11,928
10,643

9,559

平残
（億円）

利回り

3.60年
3.37年

2.84年

3.39年

2.91年

2.96年

17/3月末 18/3月末 19/3月末

円貨建
外貨建

5,966 5,805 5,471

253 388 647

1,883
2,905

4,001

1,811

2,186

2,1252,329

2,752
2,403

360

451
528

17/3月末 18/3月末 19/3月末 20/3月末
計画

国 債

地 方 債

社 債

株 式

外国証券

そ の 他

単位：億円

12,606

14,488

16,000

15,178

4.運用・調達の主要項目
運用手法の多様化による運用力の強化を図り、国債から社債・地方債へのシフトを進めている。
その結果、19/3月期の国内債券利回りは0.89％（18/3月期比 ＋0.18％)へと上昇しており、20/3月期において
は0.92％ （19/3月期比 ＋0.03％)となる見込み。

有価証券の残高

⑥有価証券の残高・利回り

債券デュレーション

国内有価証券の平残・利回り
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964

628

△ 526

△ 192

△ 133

△ 145

△ 225

△ 298

△ 661

△ 702

18/3月期
△581億円

19/3月期
△710億円

新規発生 償却
売却・放棄 ランクアップ
回収

642 594 539 415

1,869
1,694

1,239

920

1,058
1,102

1,031

764

7.58%
7.18%

4.49%
4%程度

6.02%

合併時 17/3月末 18/3月末 19/3月末 20/3月末
予想

要管理債権
危険債権
破産更生等債権
比率

単位：億円

3,391

2,810

1,900程度

3,570

2,100

5.その他経営指標
銀行内の再生支援専門部署や分割子会社を中心とした取り組みにより、不良債権の圧縮は着実に進捗して
おり、19/3月末の開示債権比率は4.49％と、合併時から3.09ポイント低下した。
20/3月末には、当初計画より1年前倒しで4％程度まで低下する見込み。

再生法開示債権　（分割子会社合算ベース） 開示債権の増減内訳

①再生法開示債権
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700 700
350

3,478
3,266

3,930

2,481

2,056
2,262

8.50%
9.25%

8.20%

5.16% 5.53% 5.84%

17/3月末 18/3月末 19/3月末

自己資本 うちTierⅠ うち公的資金

自己資本比率 うちTierⅠ比率

単位：億円

2,056

2,262

944
818

2,481

605

24.4%

36.2%

45.9%

17/3月末 18/3月末 19/3月末

TierⅠ

繰延税金資産
繰延税金資産対TierⅠ比率

単位：億円

5.その他経営指標

単体自己資本比率

自己資本は、利益の計上や資本政策により着実に増加し、19/3月末の単体自己資本比率は9.25％、うち
TierⅠ比率は5.84％となった。
公的資金については、 18/9月に半分を返済し、19/3月末において350億円となっている。
また、繰延税金資産のTierⅠに占める割合は、着実に低下している。

繰延税金資産の対TierⅠ比率

②自己資本比率



経 営 戦 略
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6.経営環境の変化への対応 ①環境についての認識

景気は拡大基調

n 日本の景気は、企業収益の改善、設備投資の増加を背景に回復しており、個人消費への波及がみられれば、
今後も回復が続く。

n 九州においても、景気は回復基調を維持している。

中小企業の資金需要は今後顕在化

n 企業の景況感は、大企業や製造業は高い水準を維持している。

n 中小企業ではまだ慎重な見方が多いものの、今後、潜在している資金需要の顕在化が期待される。

経 済 環 境

競争は激化・変化

n 本年10月に郵政民営化を控えている。
銀行業務を行う「郵便貯金銀行」は、個人ローンやクレジットカード等の新規業務に参入する方針。

n 政策金融機関の再編案において、一部機関の民営化が示されている。

n 九州においては、金融再編の動きが活発である。

金 融 環 境

九州一体化の動き

n 4年後（平成22年）に九州新幹線が全面開通。
一部開通済みの路線は、当初予想を上回るペースで集客しており、全面開通すれば九州の一体化につながる。

n 北部九州で成長を続けてきた自動車産業は、当初の目標である年間生産100万台を達成。
さらなる成長を図るため、北部九州4県による連携から、九州7県による連携へと拡大した。

アジアの窓口としての役割が高まる

n アジア経済が活発化するにしたがい、アジアの窓口としての役割が高まっている。

福岡の位置づけ

n

環
境
の
変
化
に
対
応
し
た
差
別
化
戦
略

n

地
域
へ
の
貢
献
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■法人ソリューション部 ■東京本部

●

●

■国際営業室

■九州地区本部

●

九州全域での
　　戦略的営業

審 査 部 門

法 人 営 業 部
ソリューション営業部門

不良債権処理を進める過程
で蓄積した“企業再生支援”
“M&A”等の専門ノウハウ

法 人 営 業 部
アジア営業室

営 業 企 画 部
国 際営 業 室

法
人
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
部

法人ソリューションに不可欠な東京における先端情報・
ノウハウを、戦略的かつ効率的に活用。

法人ソリューション部等との連携により、スピーディかつ適
切な顧客対応を図る。

地元企業の拡大する国際化ニーズに対応。

県内４地区での
　　戦略的営業

海外駐在員事務所
香港・ソウル・上海

＝

北九州地区本部

福岡 地区本部

筑後 地区本部

筑豊 地区本部

九州 地区本部

専門ノウハウを
集約

九
州
全
域
展
開
・
国
際
化

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

6.経営環境の変化への対応
企業ニーズの多様化・高度化に対応するため、19/5月に戦略部署として「法人ソリューション部」「東京本部」
「九州地区本部」「国際営業室」を設置した。
また、役員人事をはじめとする戦略的な人員配置も同時に行い、戦略展開のスピードを高めた。

②本部戦略部署の設置
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6.経営環境の変化への対応

幅広い顧客層においてニーズの高度化が進展することを踏まえ、営業店および専門拠点の機能を拡充し、リ
レーションおよびソリューションの両面を兼ね備えた営業チャネルへと強化する。

③チャネルの強化

■フルバンキング店舗の拡充 ■ローン専門拠点の拡充

●

■ダイレクトチャネルの強化

● 営業時間を延長

● 取扱業務を拡大

（投信販売、資産運用相談、住宅ローン相談）

19/10月 …移転・統合 ● FA等の専門スタッフを配置

20/1月 …本格稼働 ● 交通アクセスの良い博多駅前への設置により

優秀なコールスタッフを募集・育成

ダ イ レ ク ト 営 業 室

プロフィットセンター

ロー ンコ ール セン ター

消費者ローン業務

住宅ローンを中心としたローンの専門拠点である「ローン営業
室」を、福岡県内で住宅マーケットの大きい地区に展開。

合併時

5拠点

ダ イ レ ク ト セ ン タ ー

ダイレクトバンキングの受付

個人営業特化店である「特定店」に営業担当者を配置し、
フルバンキング店舗への転換を進めている。
（19/1月　2か店、19/4月　6か店）

19/6月

10拠点

19/7月に「ローン天神営業室」を移転。
（天神のなかで最も集客度の高い大名地区へ）

あわせて「アパートローンデスク」を設置。

17/2月

7拠点

18/5月

8拠点

統合
機能拡充
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6.経営環境の変化への対応
営業力の強化に向けて、戦略的な人員配置を行っている。

④戦略的な人員配置

■法人向けソリューションのノウハウを集結　　19/5月 ■戦略分野の専担者を増員

●

住宅ローン・アパートローン専担者

19/5月に28名増員⇒53名体制

■ソリューション専担者の営業店への追加投入　　19/5月 FA（ファイナンシャル・アドバイザー）

19/7月に13名増員⇒32名体制

CMA（チーフ・マネー・アドバイザー）

19/7月に5名増員⇒14名体制

19/5月に設置した戦略部署「法人ソリューション部」に、法人向けソ
リューションのノウハウを集結した。

住宅ローン・アパートローンや資産運
用相談など、戦略分野の専担者を
増員。

●

外部機関で実務経験を積んだ人員を投入。

不良債権処理の過程で高度な企業再生ノウハウを蓄積した審査部
門の人員を投入。

営業店においても、法人ソリューション分野での営業力強化を図るた
め、支店長・営業課長の活動を強化するとともに、ソリューション専担者
を拡充した。

法 人 分 野 個 人 分 野

役 員 営業部門に重点配置　19/5月
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■事業継続ファンド「九州ブリッジファンド」の設立

＜ファンドの目的＞

■開発型ノンリコースローンの組成

■取引先企業への商談機会の提供

■サブプライム層向け住宅ローン

＜関係者のメリット＞ ＜債権譲渡形式のメリット：紹介形式との違い＞

住宅取得の実現性の向上 形式貸出実行後の債権管理も業務委託契約により当行で行うため、

住宅購入の成約率の向上 ①個人との取引基盤を強化することができる。

住宅業者の囲い込みによる当行の住宅ローンの増加 ②サブプライム層を対象としたローン審査ノウハウやリスクデータの蓄積が可能。

手数料収入による住宅ローン営業の取引効果の向上

取引先企業に販路拡大の機会を提供することを目的とした「商談会」をアレンジ。
18/12月からは、長崎銀行・豊和銀行の取引先も含めた3行合同形式により開催している。
　　（19/3月期　8回、19/4月以降　2回）

19/5月、㈱ドーガン・アドバイザーズおよび九州の有力地銀とともに、「九州ブリッジファンド」を設立した。

地元の開発案件について、将来の収益性に着目した「開発型ノンリコースローン」を組成。

優れた技術やノウハウを持ちながら、後継者不在等により新たな事業展開が困難となっている、地元中小企業の事業継続を支援。

19/3月、他社との提携により、サブプライム層を対象とした住宅ローンを開始した。

当行サイド

個人顧客サイド

住宅業者サイド

6.経営環境の変化への対応
顧客ニーズを的確に捉えた先進的な商品・サービスを積極的に展開している。

⑤先進的分野への取り組み

最近の主な事例

３行合同商談会
＜これまでの参加企業など＞
nマックスバリュー九州
n三角商事
nナチュラル
nタイ向け食品販売セミナー・商談会
nトキワデパート
n博多大丸デパート
nドンキホーテ
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7.グループ会社の活用強化
地銀系トップクラスのカード会社（九州カード）、銀行子会社（長崎銀行）、コンサルティング会社（NCB経営情
報サービス）など、多彩かつ特徴的なグループ会社を有しており、さらなる活用強化に取り組む。

㈱エヌ・ティ・ティ・データNCBは関連会社。

■預貸金

貸 出 金

㈱ NCB 経営情報サービス

会 員 数 2,264社

2,119億円
2,766億円

2,215億円

18/3月末 19/3月末

2,661億円

長崎地区のリテール特化エリアカンパニー

不良 債権 比率
7.16％

預 金

コア業 務 純 益

当 期 純 利 益

自己 資本 比率

15億円

4億円

9.92％

15億円 20億円以上

4億円 10億円以上

6.89％ 8％以上

8.12％ 3％台

㈱ 長 崎 銀 行

九 州 カ ー ド ㈱

18/3月期 19/3月期 20/3月期
計画

圧倒的なブランド力と高度なシステムインフラを備えた
地銀系トップのカード会社

19/3月期 23/3月期
計画

18/3月期
カー ド取 扱 高 1,529億円 1,694億円 1,800億円

期 末 会 員 数 454千人 555千人 672千人

期末 加盟 店数 59.9千店 62.3千店 64.3千店

2,275社 2,300社

地元企業を対象とした経営コンサルティング会社

18/3月末 19/3月末 20/3月末
計画

企業再生支援の分割子会社 銀行本体事務の集中化・効率化その他金融サービス

NCBオフィスサービス㈱

NCBビジネスサービス㈱

NCBモーゲージサービス㈱㈱エヌ・ティ・ティ・データNCB

西銀ターンアラウンド・パートナーズ㈱西 日 本 信 用 保 証 ㈱

シティ・ターンアラウンド・サポート㈱
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8.豊和銀行との連携強化
当行から10名の人材を派遣するほか、営業面では新しい商品やチャネルをスタートさせ、長崎銀行も加えた3
行の取引先向けセミナー・商談会を合同開催するなど、連携の強化に積極的に取り組んでいる。

n 店舗統廃合のノウハウ提供

その他

■資本提携 ■営業面での連携

18/8月 30億円を出資（優先株式） 　18/9月 営業面において業務提携を締結

■人材派遣　10名

18/10月 部長・支店長クラス2名を派遣 　18/11月 ローンプラザの開設支援

審査部門、経営管理部門 ローン専門拠点を新設

19/1月 部長・支店長クラス3名を派遣 　18/11月～ 商品開発の支援

ALM部門、事務企画部門、監査部門 住宅・アパートローン、スモールビジネスローン

19/5月 支店長・実務者クラス5名を派遣 　18/12月～ ３行合同商談会の開催

コンプライアンス部門、営業部門 長崎銀行も加えた3行合同による商談会

　19/1月～ 行員研修への誘致

当行開催の研修に豊和銀行行員が参加

　19/2月～ 取引先向け３行合同セミナーの開催

長崎銀行も加えた3行合同によるセミナー
（医療、商品輸出など）

各種ローン等商品や営業戦略・チャネルに関
する情報・ノウハウの提供　など
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219

700 700

350

633

469

17/3月末 18/3月末 19/3月末

優先株式

剰余金

単位：億円

9.公的資金への対応
公的資金返済への対応として、6月開催予定の定時株主総会に、自己株式取得枠の設定について付議。
なお、返済原資となる剰余金は、公的資金の額面350億円に対し、19/3月末において633億円となっている。

取得する株式の種類 第一回優先株式

取 得 株 式 の総 数 上限　35百万株　（発行済　35百万株）

取 得 価 額 の総 額 上限　525億円

取 得 可 能 期 間 定時株主総会終結時から1年間

剰余金設定予定の自己株式取得枠



² 本資料は情報提供のみを目的として作成されたものであり、特定の証券の売買を勧誘するもの
ではありません。

² 本資料に記載された事項の全部または一部は、予告なく修正または変更されることがあります。

² 本資料には将来の業績に係る記述が含まれていますが、これらの記述は、将来の業績を保証す
るものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。
将来の業績は、経営環境の変化等により異なる可能性があることにご留意ください。




